
 

山形市議会政務活動費の取り扱いに関する要領 

 （平成２２年３月２６日制定） 

（平成２５年２月２７日一部改正） 

（平成２９年３月２３日一部改正） 

（平成３０年６月１４日一部改正） 

（令和 ３年３月３１日一部改正） 

（令和 ５年１月１０日一部改正） 

（趣旨） 

第１ この要領は、山形市議会政務活動費の交付に関する条例（平成１３年市条例第２０

号。以下「条例」という。）第１１条の規定に基づき、条例第２条の規定により交付され

る政務活動費の取り扱いについて、必要な事項を定めるものとする。 

（政務活動の範囲） 

第２ 政務活動として認められる範囲は、おおむね次のとおりとする。 

 （１） 本会議で審議する案件その他市政の一般的課題について行う調査研究及び情報収集 

 （２） 政治家、行政関係者、各種団体関係者等との意見交換及び情報収集 

 （３） 住民からの市政及び議員の政策に対する要望、意見等の聴取並びに住民との意見交換 

 （４） 市の政策等についての住民への報告及び広報 

 （５） 議員としての補助金の要請、陳情活動 

（取り扱いにあたっての留意事項） 

第３ 議員は、政務活動費専用口座（無利息型普通預金）を開設するとともに、次に掲げる

事項に留意のうえ、自らの責任において適切に政務活動費を取り扱うものとする。 

 （１） 政務活動としての必要性があり、かつ、それに要した金額や態様等に妥当性があ

ること。 

 （２） 支出にあたって適正な手続がなされていること。 

 （３） 支出された経費が説明できるよう書類等が整備されていること。 

 （４） 支出の報告は、政務活動を実施した日付が政務活動費の交付年度内であれば、 

領収書の日付は、翌年度の４月３０日まででも差し支えない。 

 （５） 政務活動費交付申請書及び請求書は、会派経理責任者が会派に属する議員分を取

りまとめ提出するものとする。 

 （実費支出の原則） 

第４ 政務活動費の支出にあたっては、社会通念上妥当な範囲のものであることを前提と

したうえで、政務活動に要した実費による支出を原則とする。 

 （按分による支出） 

第５ 政務活動とそれ以外の活動のそれぞれが含まれる経費を支出する場合には、実績や

実態等に準じた合理的な割合で経費を按分するものとする。 

（使途項目別運用基準） 

第６ 条例第２条第２項に規定する使途基準の運用上の主な基準は、次のとおりとする。 



 

（１）研究研修費 

ア 自らが主催する会議・研修会等における参加者の飲食経費については、茶菓子

代として、１人あたり３００円まで支出できるものとする。 

   イ 旅費を伴う会議・研修会等への参加に要する経費については、調査旅費に関す

る支出基準に準じるものとする。 

（２）調査旅費 

ア 宿泊費は実費とし、市の旅費規程に定める金額を上限とする。ただし、特別の事

情があると認められる場合には、この限りでない。 

イ 交通費は実費とし、移動の手段、経路等については、社会通念上妥当な範囲のも

のであること。ただし、特別の事情があると認められる場合には、この限りでな

い。 

（３）広報広聴費 

ア 広報紙、市政報告書等に政務活動として適さない部分が含まれる場合は、合理

的な割合により当該部分を除いて経費を按分する。但し当該部分が紙面の３分の

１を超える場合は政務活動費の支出を認めない。 

イ ホームページ及び広聴会等の内容に政務活動以外の活動に係る部分が含まれる

場合は、原則として、上限を２分の１とした範囲内で合理的な割合により経費を按

分する。 

ウ 自らが主催する報告会及び広聴会等における参加者の飲食経費については、 

茶菓子代として、１人あたり３００円まで支出できるものとする。 

（４）要請・陳情活動費 

  要請・陳情に係る文書や資料等の内容は政務活動に係るもののみとする。 

（５）資料作成費 

ア 作成した資料の内容に政務活動以外の活動に係る部分が含まれる場合は、原則

として、上限を２分の１とした範囲内で合理的な割合により経費を按分する。 

イ 事務機器等の備品購入及び事務機器等のリース代に係る経費については政務活

動に真に必要なものとし、添付した領収書の金額の２分の１を上限とする。 

（６）資料購入費 

 新聞・雑誌等の購入にあたっては、真に必要な部数とする。 

（７）人件費 

   政務活動に従事するために雇用する者がそれ以外の用務にも従事している場合は、

勤務実態等に応じ合理的な割合（政務活動に従事する平均時間、日数等）で経費を按

分するものとし、その従事割合が明確にできない場合は、原則として２分の１を上

限とする。 

（８）事務所費 

  政務活動以外の活動と共用する経費（事務所の維持管理に要する経費、電話・  

ＦＡＸ代等）について、その割合が明確に区分できない場合は、原則として、上限



 

を２分の１とした範囲内で合理的な割合により経費を按分する。 

 （９）通信・交通費 

   ア 政務活動に要した通信に係る経費については、添付した領収書の金額の４分の

１を上限とする。 

   イ 先進地調査及び現地調査以外の政務活動に要した燃料費については、登録車両

に係るものに限定し、添付した領収書の金額の４分の１を上限とする。 

（政務活動費として支出できない経費） 

第７ 政務活動費として支出できない経費は、おおむね次のとおりとする。 

 （１） 交際費的経費 

ア 冠婚葬祭、祝賀会等への出席に要する経費 

   イ 病気見舞、餞別、中元・歳暮、慶弔電報、年賀等の儀礼に要する経費 

 （２） 飲食経費 

  飲食を伴う会の会費・参加費等 

 （３） 選挙活動経費 

  選挙活動のために要する経費 

 （４） 政党・団体等活動経費 

ア 党大会への出席に要する経費 

   イ 政党母体団体活動に要する経費 

ウ 政党母体団体組織の事務所の設置及び維持に要する経費 

   エ 党大会賛助金その他政党の収入となる経費 

 （５） 後援会活動経費 

ア 後援会事務所の設置及び維持に要する経費 

イ 後援会広報紙の作成、配布等に要する経費 

ウ 後援会主催の報告会等の開催に要する経費 

 （６） 私的活動に要する経費 

ア 個人的に加入している団体の会費及び参加費 

イ 私的な旅行、観光等に要する経費 

ウ 私的財産の形成につながる経費 

 （７） その他の経費 

ア 費用弁償又は報酬が支給される会議等への出席に要する経費 

   イ 事務所として使用する不動産の購入、建築、改修等に要する経費 

   ウ 挨拶やテープカットのみを目的とした式典等への出席に要する経費 

   エ 社会通念上、妥当性を超える経費 

   オ 公職選挙法等の法令に抵触する経費 

カ 情報交換・意見交換を伴わない会合等への参加に要する経費 

 

 



 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この要領は、平成２２年４月１日から施行し、同日以後に交付される政務調査費につ

いて適用する。 

２ 市議会は、今後の運用状況を勘案し、必要に応じ、この要領に定める事項の見直し等の

必要な措置を講ずるものとする。 

 （経過措置） 

３ 平成２２年３月３１日までに交付された政務調査費の取り扱いについては、従前の例

による。 

 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この要領による改正後の山形市議会政務活動費の取り扱いに関する要領は、条例の施

行日以後に交付される政務活動費について適用し、施行日前にこの要領による改正前の

山形市議会政務調査費の取り扱いに関する要領の規定により交付された政務調査費につ

いては、なお従前の例による。 

２ 市議会は、今後の運用状況を勘案し、必要に応じ、この要領に定める事項の見直し等の

必要な措置を講ずるものとする。 

 

   附 則 

 （施行期日等） 

１ この要領は、平成２９年４月１日から施行し、同日以後に交付される政務活動費につ

いて適用する。 

２ この要領により難い場合は、議員自らの責任において当該事由の存在、充当の適法性

及び妥当性について、証拠書類等により合理的かつ明確に説明しなければならない。 

 

  附 則 

 この要領は、平成３０年６月１４日から施行する。 

 

  附 則 

 この要領は、令和３年４月１日から施行し、同日以後に交付される政務活動費について

適用する。 

 

  附 則 

 この要領は、令和５年４月１日から施行し、同日以後に交付される政務活動費について

適用する。 

 


